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平成１８年６月１３日 　　
株　主　各　位

第 97回定時株主総会招集ご通知

拝啓  ますますご清栄のこととおよろこび申しあげます。
　さて，当社第 97 回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので，ご出
席くださいますようご案内申しあげます。
　なお，当日ご出席願えない場合は，お手数ながら後記の株主総会参考書類
をご検討くださいまして，同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示いただき，
折り返しご送付くださいますようお願い申しあげます。

敬　具　
記

１.　日　　　　時
２.　場　　　　所
３.　目 的 事 項
　　 報 告 事 項

　　 決 議 事 項
　　　第 １ 号 議 案
　　　第 ２ 号 議 案
　　　第 ３ 号 議 案
４． 招集にあたっての決定事項
代理人により議決権を行使される場合は，議決権を有する株主の方に委任する場合に
限られます。なお，代理人は１名とさせていただきます。

以　上
　

　当日ご出席の際は，お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお
願い申しあげます。
　添付書類および株主総会参考書類に修正が生じた場合は，インターネット上の当社ウェブサイト
（http：//www.aichidenki.jp）に掲載させていただきます。

平成１８年６月２９日 （木曜日）　午 前１０時
愛知県春日井市愛知町１番地　当社会議室

１．第９７期（平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日まで）
　　営業報告書，貸借対照表および損益計算書報告の件
２．第９７期（平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日まで）
　　連結貸借対照表および連結損益計算書ならびに会計監査人
および監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

　
第９７期利益処分案承認の件
定款一部変更の件
取締役および監査役の報酬額改定の件

山 田 　 功取締役社長�



－ 2－

（添付書類）

営 業 報 告 書
（平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日まで）

　1 ． 営業の概況
（１）　営業の経過および成果

当期におけるわが国経済は，原油価格や原材料価格の高騰が続きましたが，好調な
民間設備投資や輸出に支えられ，企業業績は堅調に推移し，景気は着実に回復してま
いりました。
このような情勢のもと，当社は平成１７年７月に，小さくても強い企業を志向する
平成２１年度までの中期経営計画「Transform & Actuate　変化と行動」を策定し，３
つの基本方針として「変化と行動」「選択と集中」「顧客との連携」を掲げ，事業運営
を進めることといたしました。この計画にもとづき，当期は生産力の向上や新製品の
開発に注力するとともに原価低減や業務効率化をはかるなど，企業体質の強化に努め
てまいりました。
売上高につきましては，電力会社における設備投資の回復基調を受け電力機器部門
が増加したことに加え，回転機部門も堅調に推移した結果，２１７億２千万円となり，
前期に比べ１３.０％の増加となりました。
利益面につきましては，原材料価格高騰の影響はありましたが，売上高が増加した
ことや生産性の向上，諸経費の削減など原価低減に努めました結果，経常利益は
６億２千８百万円となり，前期に比べ１３１.３％の増加となりました。当期純利益は
７億４千３百万円となり，前期に比べ７２.５％の増加となりました。

つぎに部門別の状況を申しあげます。
（電力機器部門）
当部門につきましては，小形変圧器の増産に対応するため製造ラインの抜本的改造
を行うとともに，ＰＣＢ無害化処理装置関連事業などにおいて顧客との密接な連携・
協力関係を重視した取組みを積極的に進めてまいりました。
当部門の売上高は，柱上変圧器やトップランナー変圧器などの小形変圧器に加え，
中大形変圧器や制御機器の増加により１３３億５千万円となり，前期に比べ１５.９％の
増加となりました。
（回転機部門）
当部門につきましては，サーボモータや家庭用ポンプ駆動システムなど新たな分野
での事業展開に取組むとともに，製造コストの低減や品質管理の徹底などに努めてま
いりました。
当部門の売上高は，新製品の市場投入による小形モータや住設機器の増加により

８３億７千万円となり，前期に比べ８.６％の増加となりました。
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部門別売上高
（単位：百万円）　

（２）　会社が対処すべき課題
今後の見通しにつきましては，民間設備投資や輸出などは堅調に推移し，個人消費
の伸長や雇用環境の改善が期待されるなど，国内景気は順調に回復が続くものと予想
されております。当社にとりましては，原材料価格高騰の懸念はありますが，小形変
圧器など主要部門であります電力機器の先行きには明るい兆しが出てまいりました。
このような状況下，新たにスタートした中期経営計画の基本方針のもと，コア事業
の一層の競争力強化，制御機器やＤＣモータなどの新製品の開発による事業の拡大を
進めるとともに，人材の育成に努め，「変化と行動」を旗印に，企業変革に取組んで
まいります。
グループ経営につきましては，平成１７年１０月に子会社の恵那愛知電機株式会社と
有限会社アイゼンを合併させ，効率経営を進めました。今後も関係会社との緊密化を
はかり，グループ力を再結集することで，さらなる総合力の強化を進めてまいる所存
であります。

増 減 率
（ ％ ）

平成１７年度（当期）平成１６年度（前期）
年　度

部　門 構 成 比
（ ％ ）売 上 高構 成 比

（ ％ ）売 上 高

３４.７１５.５３,３７０１３.０２,５０２小 形 変 圧 器

電
力
機
器
部
門

１５.３１６.５３,５７７１６.１３,１０２中大形変圧器

１５.３１７.７３,８４８１７.４３,３３８制 御 機 器

８３.１２.４５２１１.５２８５プ ラ ン ト

� １１.２９.４２,０３１１１.９２,２８８そ の 他

１５.９６１.５１３,３５０５９.９１１,５１６計

１０.９１３.８２,９９３１４.０２,７００小 形 モ ー タ

回
転
機
部
門

１７.０６.３１,３６５６.１１,１６７住 設 機 器

０.６９.７２,１１１１０.９２,０９９介 護 用 機 器

９.１８.７１,９００９.１１,７４０そ の 他

８.６３８.５８,３７０４０.１７,７０８計

１３.０１００.０２１,７２０ １００.０１９,２２４合　　　　計
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（３）　設備投資および資金調達の状況
当期中に実施した設備投資の総額は６億３千２百万円であり，その主なものは小形
変圧器生産設備に対するものであります。
当期中に新たな資金調達はございません。

（４）　営業成績および財産の状況の推移

　（注）　１株当たり当期純利益は，自己株式控除後の期中平均発行済株式総数により算出
しております。

第　９７　期
平成１７年度

第　９６　期
平成１６年度

第　９５　期
平成　１５ 年度

第　９４　期
平成　１４ 年度

期・年度 
  区　分　

２１,７２０１９,２２４２２,１２８１９,８２７売 上 高（百万円）

６２８２７１６２７�　１,５９９経 常 利 益（百万円）

７４３４３１４６８�　７５２当期純利益（百万円）

１４.８７８.４４９.２２�　１５.５９1　 株当たり当期純利益（円）

２１,０６１１９,８５６１９,５０５１８,６３６純 資 産（百万円）
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　2 ．　会社の概況（平成１８年３月３１日現在）
（１）　主要な事業内容

当社の製造・販売する主要製品は，つぎのとおりであります。

主 要 製 品 名部 門

変 圧 器：負荷時タップ切換変圧器，小形･中形･大形変圧器，
モールド変圧器，自動電圧調整器，
地上設置変圧器，特殊用途変圧器，リアクトル，
中性点接地抵抗器　等

制 御 機 器：配電塔，光ネットワークユニット，キュービクル，
デジタル式保護制御装置，遠方監視制御装置，
情報伝送表示装置，侵入監視装置，
配電線自動化システム，襲雷警報装置，
大型直流電源装置，ＰＣＢ無害化処理装置　等

プ ラ ン ト：電力設備工事　等
そ の 他：バランサー，太陽光発電システム，ＰＣＢ分析　等

電力機器部門

小形モータ：くまとりモータ，コンデンサモータ，ＤＣモータ，
ブロアモータ，ギヤードモータ，
ハーメティックモータ　等

住 設 機 器：衛生機器，シャッター開閉機，ディスポーザ　等
介護用機器：アクチエータ　等
そ の 他：ソレノイド，畜舎用送風機，電気温風機，

陶芸用機器，電動ポンプ，環境機器，
排水処理装置，粉体混合機，駆動制御装置，
パワーコンディショナ，プリント配線板，
非接触給電装置　等

回転機部門
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（２）　株式の状況
�　会社が発行する株式の総数  １１９,５６１,０００株
�　発行済株式の総数  ４８,２５２,０６１株
�　当期末株主数  ３,５３４名
�　大株主

　（注）　当社は，株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行の持株会社である株式会社三菱ＵＦＪフィ
ナンシャル・グループの株式４０２.５５株（出資比率　０.００％），中央三井信託銀行株
式会社の持株会社である三井トラスト・ホールディングス株式会社の株式 ８３,７６１ 
株（出資比率　０.００％）を保有しております。
�　自己株式の取得，処分等および保有

取得株式
普通株式　　　　　　　　　　２２,４７９株　
取得価額の総額　　　　　　　　５,９３７千円
決算期における保有株式
普通株式　　　　　　　　　　６８,５５１株

当社の当該大株主への
出 資 状 況当社への出資状況

株 主 名
出 資
比 率持 株 数出 資

比 率持 株 数

０.０２％
－　
０.０１　
－　

－　

－　
－　
－　
－　

－　

２１３,４１４株
－　

１００,０００
－　

－　

－　
－　
－　
－　

－　

２４.１０％
１０.３６
８.３７
４.６２

３.１３

２.１１
２.１１
２.１０
２.０７

１.８６

１１,６３２,８９６ 株
５,０００,０００ 
４,０３９,２００ 
２,２３３,１６６ 

１,５１５,０００ 

１,０２０,５２０ 
１,０２０,５２０ 
１,０１４,０００ 
１,０００,０００ 

 ９００,０００ 

中 部 電 力 株 式 会 社
株 式 会 社 土 屋 組
古河電気工業株式会社
株式会社　三菱東京ＵＦＪ銀行
日本トラステイ・サービス
信託銀行株式会社（信託口４）
三井住友海上火災保険株式会社
日本興亜損害保険株式会社
中央三井信託銀行株式会社
株式会社 川 口 興 産
ビービーエイチ　フオー　フイデリテイー
ロープライス　ストツク　フアンド
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（３）　従業員の状況

（４）　重要な企業結合の状況
�　重要な子法人等の状況

　（注）　１．平成１７年１０月１日付で，恵那愛知電機株式会社と有限会社アイゼンは，
恵那愛知電機株式会社を存続会社として合併いたしました。

２．蘇州愛知科技有限公司（平成１７年３月設立）は，当期より操業を開始し
たことから，新たに重要な子法人等として記載いたしました。

３．（  　）は間接所有を含めた場合の出資比率であります。
�　企業結合の成果
連結子法人等は上記�に記載の９社であり，当期の連結売上高は４９,５４０百万円，
連結当期純利益は１,７９９百万円であります。

平均勤続年数平 均 年 令前期末比増減従 業 員 数

 １９.３年　４１.４才　１４名減　７１３名　

主要な事業内容当 社 の
出資比率資 本 金会　　社　　名

プリント配 線 板 の 製 造 販 売８９.５　％
（９２.０）　

４８６百万円株式会社　愛工機器製作所

各種ハーメティックモータの製造販売１００.０　　４００　　　アイチエレック株式会社

電 気 機 械 器 具 の 販 売
及 び 物 品 の 荷 造 梱 包 荷 役

８５.０　　
（１００.０）　

８０　　　愛 電 商 事 株 式 会 社

各 種 モ ー タ 及 び 樹 脂
成 形 部 品 の 製 造 販 売

１００.０　　４５　　　恵那愛知電機株式会社

電気機械器具の製造修理販売９１.１　　４０　　　岐阜愛知電機株式会社

非 鉄 金 属 の 鋳 造 加 工 販 売４７.０　　
（７６.１）　

９０　　　寿 工 業 株 式 会 社

各種ハーメティックモータの製造販売－　　
 （１００.０）　

４０　　　白鳥アイチエレック株式会社

電気機械器具の製造修理販売５６.８　　
（９０.０）　

８０　　　長野愛知電機株式会社

各種ハーメティックモータの製造販売４０.０　　
（１００.０）　

４００　　　蘇州愛知科技有限公司



－ 8－

（５）　主要な借入先

（６）　主要な営業所および工場

　借入先が保有する当社の株式　
　借入金残高　　 借 入 先　

出 資 比 率持 株 数

４.６２％

－

１.８２　

２,２３３,１６６株　　

－

 ８７８,８４６　　　

３,７５０百万円　

 ２,２２４　　　　

 １,０７０　　　　

株式会社 三菱東京ＵＦＪ銀行

中電ビジネスサポート株式会社

株式会社 三井住友銀行

所　 在　 地名　　　　　　　称

春 日 井 市

中　 央　 区

大 阪 市

札 幌 市

仙 台 市

福 岡 市

那 覇 市

江蘇省蘇州市

愛 知 県

東 京 都

大 阪 府

北 海 道

宮 城 県

福 岡 県

沖 縄 県

中 国

本社および本社工場

東 京 支 社 

関 西 支 社

北 海 道 支 社

東 北 支 社

九 州 支 社

沖 縄 支 社

蘇州駐在員事務所
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（７）　取締役および監査役の状況
�　取締役および監査役

　（注）　１．当期中の取締役および監査役の異動（平成１７年６月２９日付）
（１）取締役の異動
〈就　任〉　　　　　　　　　　　　　　
取　締　役　　中 山 三 千 雄
取　締　役　　横 山 武 弘　　　　  
取　締　役　　廻 間 正 樹　　　　  
取　締　役　　安 藤　 誠
取　締　役　　北 野 谷　 惇
取　締　役　　宇 佐 美 和 彦

担 当 又 は 主 な 職 業　 氏 名　　 地 位　

電力事業部，九州支社，沖縄支社管掌
岐阜愛知電機株式会社 取締役社長
開発・環境事業部，北海道支社，
東北支社管掌兼開発・環境事業部長
　
電力事業部副事業部長
電力事業部長
機器事業部副事業部長
恵那愛知電機株式会社 取締役社長
経営管理部，関係会社管掌
長野愛知電機株式会社 取締役会長
機器事業部，東京支社，関西支社管掌
兼機器事業部長
電力事業部副事業部長
開発・環境事業部副事業部長
古河電気工業株式会社 常務取締役
アイチエレック株式会社 取締役社長
白鳥アイチエレック株式会社 取締役社長
蘇州愛知科技有限公司 董事長
（常勤）
（常勤）
中部電力株式会社 常任監査役
株式会社トーエネック 常務取締役

川 口 将 二
山 田　 功
武 藤 昭 世
 
佐 藤　 徹

木 野 文 海
大 隅 東 也
久 須 美 寿 彦
法 月 仙 一 郎

中 山 三 千 雄

横 山 武 弘

廻 間 正 樹
安 藤　 誠
北 野 谷　 惇
宇 佐 美 和 彦

伊 藤 和 彦
山 下 直 太
濱 田 � 一
城 後　 讓

隆

取 締 役 会 長
代 表 取 締 役 社 長
代 表 取 締 役
専 務 取 締 役
常 務 取 締 役
　
取 締 役 相 談 役
取 締 役
取 締 役
取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役
取 締 役
取 締 役
取 締 役

常 任 監 査 役
監 査 役
監 査 役
監 査 役
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〈退　任〉
取　締　役　　舩 越　 徹
取　締　役　　望 月 浩 一 郎
取　締　役　　内 海 勝 彦

（２）監査役の異動
〈就　任〉
監　査　役　　山 下 直 太
監　査　役　　城 後　 讓

〈退　任〉
監　査　役　　中 山 三 千 雄
監　査　役　　安 藤 和 之

２．当期中の取締役および監査役の地位の異動（平成１７年６月２９日付）
（１）取締役の地位の異動

（２）監査役の地位の異動

３．取締役 北野谷惇氏は，商法第１８８条第２項第７号ノ２に定める社外取
締役であります。
４．監査役 山下直太，濱田�一および城後讓の各氏は，「株式会社の監査等
に関する商法の特例に関する法律」第１８条第１項に定める社外監査役で
あります。

隆

旧新氏　　名
代 表 取 締 役
専 務 取 締 役代表取締役社長山 田　 功

常 務 取 締 役代 表 取 締 役
専 務 取 締 役武 藤 昭 世

取 締 役常 務 取 締 役佐 藤　 徹
代表取締役社長取締役相談役木 野 文 海

旧新氏　　名
監 査 役常 任 監 査 役伊 藤 和 彦
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�　取締役および監査役に支払った報酬等の額

（８）　会計監査人に対する報酬等の額
�　当社および子法人等が会計監査人に支払うべき報酬等の合計額

２５,３０５千円

�　上記�の合計額のうち，公認会計士法第２条第１項の業務（監査証明業務）の対価
として当社および子法人等が支払うべき報酬等の合計額

２５,３０５千円

�　上記�の合計額のうち，当社が支払うべき会計監査人としての報酬等の額
２５,３０５千円

　（注）　当社と会計監査人との間の監査契約において，商法特例法に基づく監査と証券
取引法に基づく監査の監査報酬等の額を区分しておらず，実質的にも区分できな
いため，�の金額にはこれらの合計額を記載しております。

　3 ．　 決算期後に生じた会社の状況に関する重要な事実
該当事項はありません。

　 摘 要　当期の支払報酬額人 数区 分

・左記のほか以下の支払があります。
・使用人兼務取締役の使用人給与相当額（賞与を
含む）は，５０,３７５千円であります。
・利益処分による役員賞与金は，取締役２１,０００千
円，監査役３,０００千円であります。
・役員退職慰労金は，取締役２７,４６１千円，監査役
３,５９３千円であります。
・なお，株主総会の決議による取締役の報酬額は，
月額２６,０００千円以内，監査役の報酬額は，月額
３,６００千円以内であります。

１４２,２７５千円１６名取締役

２５,６５０千円６名監査役

１６７,９２５千円２２名計
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貸 借 対 照 表

（平成１８年３月３１日現在） （単位：千円）
負 債 及 び 資 本 の 部資　 産　 の　 部

金　　額科　　　　目金　　額科　　　　目
8 ,653 ,723
２,９１２,８３１
３,６０８,２３６
５００,０００
４０８,０００
２５０,０００
１４８,６４０
７２３,３４２
３０,１２６
４３,６０９
２８,９３６

13 ,571 ,535
１,７５０,０００
７,６６１,０００
３,８５０,８６８
３０９,６６７

22 ,225 ,258

4 ,053 ,053

2 ,199 ,185
２,１９９,１８５

13 ,238 ,155
８１２,２８４

１０,１８５,５１３
１８５,５１３

１０,０００,０００
２,２４０,３５７

1 ,583 ,820

�　 13,022

21 ,061 ,192

流 動 負 債
支 払 手 形
買 掛 金
短 期 借 入 金
１年内返済予定の長期借入金
１年内償還予定の社債
未 払 金
未 払 費 用
未 払 法 人 税 等
未 払 消 費 税 等
預 り 金

固 定 負 債
社 債
長 期 借 入 金
退 職 給 付 引 当 金
役員退職慰労引当金

負 債 合 計

資 本 金　

資 本 剰 余 金　 　
資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金　
利 益 準 備 金
任 意 積 立 金
固定資産圧縮積立金
別 途 積 立 金
当 期 未 処 分 利 益

株式等評価差額金　　

自 己 株 式　 　

資 本 合 計

18 ,948 ,866
５,４４８,１６３
１,７１１,６０６
６,８２５,４４１
５０,０４８
６,５９６

１,８８５,３４３
１,７３４,４１５
１,０８２,１８９
１７,５７９
１７,２５２
１７１,０９２
�　８６３

24 ,337 ,584
7 ,683 ,502
２,９９４,４３７
１７１,８４５

１,０９８,８２１
２４,８４７
４４１,４３１

２,８３９,８３４
１１２,２８４
21 ,597
１３,９３２
７,６６４

16 ,632 ,485
７,２０４,３５１
５,６２９,７７０
１６０,０００

１,３０４,２５５
３４,９４４

１,６１６,６８５
４４,６６５
７１０,５８６

�　７２,７７２

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
有 価 証 券
商 品
製 品
原 材 料
仕 掛 品
貯 蔵 品
前 払 費 用
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
 有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 及 び 運 搬 具
工具・器具及び備品
土 地
建 設 仮 勘 定

 無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア
諸 利 用 権

 投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
子 会 社 株 式
子 会 社 出 資 金
長 期 貸 付 金
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
保 険 積 立 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

43 ,286 ,451　負債及び資本合計　43 ,286 ,451　 資 産 合 計　
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　（注）　１．記載金額は，千円未満を切り捨てて表示している。

２．子会社に対する短期金銭債権 ２,００２,４６４千円
子会社に対する長期金銭債権 １,３０４,０００千円
子会社に対する短期金銭債務 １,４５０,９３２千円

３．有形固定資産の減価償却累計額 ２１,９４０,９８４千円

４．貸借対照表に計上した固定資産のほか，生産設備，事務用機器，通信機器等
の一部についてリース契約により使用している。

５．担保に供している資産
有形固定資産 ３,３８９,３４０千円

６．自己株式数 ６８,５５１株　

７．保証債務 ７０４,８２９千円

８．商法施行規則第１２４条第３号に規定する純資産額
 １,５８３,８２０千円
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損　 益　 計　 算　 書

 （平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日まで）（単位：千円） 

　（注）　１．記載金額は，千円未満を切り捨てて表示している。
２．子会社との取引高 売上高 ２,１５９,０４０千円
 仕入高 ３,６８０,０３７千円
 営業取引以外の取引高 １,１８７,４３４千円
３．１株当たりの当期純利益 １４円８７銭

金　　　　　　　　　　額科　　　　　　　目

21 ,720 ,606

21 ,382 ,272
２１,７２０,６０６

１８,４８８,７９７
２,８９３,４７４

営 業 収 益
売 上 高

営 業 費 用
売 上 原 価
販売費及び一般管理費

営
業
損
益
の
部

経

常

損

益

の

部

338,334営 　業 　利 　益
521,286

231 ,618

３２７,８５３
１１７,２４５
７６,１８７

１６５,４２８
９,７７６
５６,４１３

営 業 外 収 益
受取利息及び配当金
固 定 資 産 賃 貸 料
そ の 他

営 業 外 費 用
支 払 利 息
社 債 利 息
そ の 他

営
業
外
損
益
の
部

628,002経   常   利 　益
8,562

75 ,455

７,４８８
１,０７４

６５,６８７
９,７６７

特 別 利 益
投 資 有 価 証 券 売 却 益
そ の 他

特 別 損 失
固定資産除却・売却損
投 資 有 価 証 券 売 却 損

特
別
損
益
の
部

561,109税 引 前 当 期 純 利 益
12 ,352法 人 税 ， 住 民 税 及 び 事 業 税

�　 194,742法 人 税 等 調 整 額
　743,500当 期 純 利 益
1 ,593 ,235前 期 繰 越 利 益
96 ,379中 間 配 当 額

2 ,240 ,357当 期 未 処 分 利 益
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償却原価法（定額法）

移動平均法による原価法

時価のあるもの
　決算日の市場価格等に基づく時価法
　　評価差額：全部資本直入法
　　売却原価：移 動 平 均 法
時価のないもの
　移動平均法による原価法

個別法による原価法
移動平均法による原価法

定額法
定率法
定額法
なお，自社利用のソフトウェアについて
は，社内における利用可能期間（５年）
に基づく定額法
取得価額が１０万円以上２０万円未満の資
産については，事業年度毎に一括して３
年間で均等償却する方法によっている。
均等償却

〈重要な会計方針〉
１．有価証券の評価基準及び評価方法
（１）　満期保有目的の債券
（２）　子 会 社 株 式 及 び

関 連 会 社 株 式
（３）　そ の 他 有 価 証 券

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法
（１）　製品・仕掛品
（２）　商品・原材料・貯蔵品
３．固定資産の減価償却の方法
（１）　有形固定資産

　　建物（建物附属設備を除く）
　　その他

（２）　無形固定資産

（３）　少額減価償却資産

（４）　長期前払費用 
４．引当金の計上の方法
（１）　貸倒引当金　　　　　　　　　　

債権の貸倒れによる損失に備えるため，一般債権については貸倒実績率によ
り，貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し，回収不
能見込額を計上している。

（２）　退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため，当期末における退職給付債務に基づき計上
している。
過去勤務債務は，その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（３年）による按分額を費用処理している。

（ ）
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数理計算上の差異は，各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期
間以内の一定の年数（１５年）による按分額をそれぞれ発生の翌事業年度から費
用処理することとしている。

（３）　役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支給に充てるため，内規に基づく期末要支給額の１００％
を計上している。
なお，役員退職慰労引当金は，商法施行規則第４３条に規定する引当金であり
ます。

５．リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・
リース取引については，通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって
いる。
６．重要なヘッジ会計の方法
（１）　ヘッジ会計の方法

金利スワップ取引については，金利スワップの特例処理の要件を満たしてい
るため，特例処理を採用している。

（２）　ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段　　金利スワップ取引
ヘッジ対象　　固定金利又は変動金利の長期借入金・利付債券等の金利変

動リスク
（３）　ヘッジ方針

金利変動リスクの回避並びに金融収支の安定化のため行っている。
（４）　ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップの特例処理の要件を満たしているため，有効性の判定を省略し
ている。

７．消費税等の処理方法
税抜方式
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 利　　益　　処　　分　　案 
（単位：円）

　（注）　１．平成１７年１２月９日に９６,３７９,０９８円（１株につき２円）の中間配当を実施
いたしました。
２．固定資産圧縮積立金の取崩額は，租税特別措置法の規定に基づくもの
であります。
３．株主配当金は，自己株式６８,５５１株を除いて計算しております。

２,２４０,３５７,１８５　

２,０６２,３０２　

2 , 242 , 419 , 487　

１２０,４５８,７７５　
　

２７,０００,０００　
（３,０００,０００）

２,０９４,９６０,７１２　

当 期 未 処 分 利 益

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 取 崩 額

　 合　 　 計　

これをつぎのとおり処分いたします。

株 主 配 当 金
（１株につき２円５０銭）

役 員 賞 与 金
（ う ち 監 査 役 分 ）

次 期 繰 越 利 益
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会計監査人の監査報告書　謄本

独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書
平成１８年５月１２日

愛 知 電 機 株 式 会 社
　 取 締 役 会 御 中

監査法人　朝見会計事務所

　　　　　　　　　　　　　　 　代 表 社 員 公認会計士　 中 田 惠 美 �　　　　　　　　　　　　　　 　業務執行社員　　　　 　

　　　　　　　　　　　　　　 　業務執行社員 公認会計士　 山 本 真由美 �　

　当監査法人は、「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第２条第１項の規
定に基づき、愛知電機株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの
第９７期営業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、営業報告書（会計に関
する部分に限る。）及び利益処分案並びに附属明細書（会計に関する部分に限る。）について
監査を行った。なお、営業報告書及び附属明細書について監査の対象とした会計に関する部
分は、営業報告書及び附属明細書に記載されている事項のうち会計帳簿の記録に基づく記載
部分である。この計算書類及び附属明細書の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は
独立の立場から計算書類及び附属明細書に対する意見を表明することにある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を
行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及び附属明細書に重要な虚偽の表示がないか
どうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者
が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め
全体としての計算書類及び附属明細書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、
監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。なお、この監査は、
当監査法人が必要と認めて実施した子会社に対する監査手続を含んでいる。
　監査の結果、当監査法人の意見は次のとおりである。
（１）　貸借対照表及び損益計算書は、法令及び定款に従い会社の財産及び損益の状況を正し
く示しているものと認める。

（２）　営業報告書（会計に関する部分に限る。）は、法令及び定款に従い会社の状況を正し
く示しているものと認める。

（３）　利益処分案は、法令及び定款に適合しているものと認める。
（４）　附属明細書（会計に関する部分に限る。）について、商法の規定により指摘すべき事項
はない。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告書　謄本

監 査 報 告 書

　当監査役会は、平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第９７期営業年度の取締役の職
務の執行に関して各監査役から監査の方法および結果の報告を受け、協議の上、本監査報告書を作成
し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役の監査の方法の概要
　各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、業務の分担等に従い、取締役会その他重要な会議
に出席するほか、取締役等から営業の報告を聴取し、重要な決裁書類等を閲覧し、本社および主
要な事業所において業務および財産の状況を調査し、必要に応じて子会社から営業の報告を求め
ました。また、会計監査人から報告および説明を受け、計算書類および附属明細書につき検討を
加えました。
　取締役の競業取引、取締役と会社間の利益相反取引、会社が行った無償の利益供与、子会社ま
たは株主との通例的でない取引ならびに自己株式の取得および処分等に関しては、上記の監査の
方法のほか、必要に応じて取締役等から報告を求め、当該取引の状況を詳細に調査いたしました。

２．監査の結果
（１）　会計監査人監査法人朝見会計事務所の監査の方法および結果は相当であると認めます。
（２）　営業報告書は、法令および定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
（３）　利益処分に関する議案は、会社財産の状況その他の事情に照らし指摘すべき事項は認められ
ません。

（４）　附属明細書は、記載すべき事項を正しく示しており、指摘すべき事項は認められません。
（５）　取締役の職務遂行に関しては、子会社に関する職務を含め、不正の行為または法令もしくは
定款に違反する重大な事実は認められません。
　なお、取締役の競業取引、取締役と会社間の利益相反取引、会社が行った無償の利益供与、
子会社または株主との通例的でない取引ならびに自己株式の取得および処分等についても取締
役の義務違反は認められません。

　　　　平成１８年５月１７日
　　　　　　愛知電機株式会社　監査役会

常任監査役（常勤）　伊　藤　和　彦  �
監　査　役（常勤）　山　下　直　太  �
監　査　役　　　　濱　田　�　一  �
監　査　役　　　　城　後　　　讓  �

（注）　監査役 山下直太、濱田�一および城後 讓は、「株式会社の監査等に関する商法の特例に
　関する法律第１８条第１項」に定める社外監査役であります。

隆

隆
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連 結 貸 借 対 照 表

（平成１８年３月３１日現在） （単位：千円）

　（注）　１．記載金額は，千円未満を切り捨てて表示している。
２．有形固定資産の減価償却累計額 ４２,５２６,７８９千円
３．担保に供している資産 ７,３１１,４０５千円
４．受取手形割引高 ４２,３４１千円
　　受取手形裏書譲渡高 ３４８,３５６千円

金　　額科　　　　目金　　額科　　　　目

19 ,642 ,364
１３,１７８,１９３
２,９３４,８００
９２４,８７４
２５０,０００

１,４６０,１１２
７７,４１４
８１６,９６９

18 ,669 ,199
１,７５０,０００
８,６０８,０９１
１４１,０１２

７,１１６,８９１
５０７,６６９
４２７,００９
１１８,５２５

38 ,311 ,563

545 ,242

4 ,053 ,053
2 ,199 ,185
18 ,249 ,558
1 ,791 ,965
31 ,043

�  17 , 107
26 ,307 ,699

（ 負 債 の 部 ）
流 動 負 債
支払手形及び買掛金
短 期 借 入 金
１年内返済予定の長期借入金
１年内償還予定の社債
未 払 費 用
未 払 法 人 税 等
そ の 他

固 定 負 債
社 債
長 期 借 入 金
繰 延 税 金 負 債
退 職 給 付 引 当 金
役員退職慰労引当金
連 結 調 整 勘 定
そ の 他
負 債 合 計
　
（ 少 数 株 主 持 分 ）
少 数 株 主 持 分
　
（ 資 本 の 部 ）
資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
株式等評価差額金
為替換算調整勘定
自 己 株 式
資 本 合 計

　
36 ,527 ,144
１０,０９７,３５４
１６,６５６,５７５
１,２３２,６８８
８,２４９,１０１
５０,１０１
２５９,５０９

�  １８,１８７
　

28 ,637 ,361
14 ,420 ,821
５,９７８,５０７
３,０５４,８３２
７９７,０２２

４,４２３,１０２
１６７,３５５

54 ,235
　

14 ,162 ,304
１０,１００,９８８
３,００２,４６６
１,１７９,４３２
� １２０,５８２

（ 資 産 の 部 ）
流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受取手形及び売掛金
有 価 証 券
棚 卸 資 産
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 及 び 構 築 物
機械装置及び運搬具
工具・器具及び備品
土 地
建 設 仮 勘 定
　
無 形 固 定 資 産

投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

65 ,164 ,505負債、少数株主持分及び資本合計65 ,164 ,505　 資 産 合 計　
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連 結 損 益 計 算 書

 （平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日まで）
（単位：千円） 

　（注）　１．記載金額は，千円未満を切り捨てて表示している。
２．１株当たりの当期純利益 ３６円３７銭

金　　　　　　　　　　額科　　　　　　　目

49 ,540 ,214

48 ,255 ,333
４９,５４０,２１４

４３,１４０,５０９
５,１１４,８２３

営 業 収 益
売 上 高

営 業 費 用
売 上 原 価
販売費及び一般管理費

営
業
損
益
の
部

経

常

損

益

の

部

1,284 ,881営 業 利 益
789,000

316 ,525

７６,４２１
２９０,５１５
２３５,９２９
１８６,１３４

２４２,６７３
７３,８５１

営 業 外 収 益
受取利息及び配当金
持分法による投資利益
連結調整勘定償却額
そ の 他

営 業 外 費 用
支 払 利 息
そ の 他

営
業
外
損
益
の
部

1,757 ,357経 常 利 益
62,796

128 ,825

 
１７,１６２
１３,５２１
２７,９６０
４,１５０
 
９３,００１
９,７６７
２６,０５５

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益
投 資 有 価 証 券 売 却 益
貸 倒 引 当 金 戻 入 額
そ の 他

特 別 損 失
固定資産除却・売却損
投 資 有 価 証 券 売 却 損
そ の 他

特

別

損

益

の

部

1,691 ,327税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益
137 ,872法 人 税 ， 住 民 税 及 び 事 業 税

�  305 ,949法 人 税 等 調 整 額
　60,374少 数 株 主 利 益
1 ,799 ,030当 期 純 利 益
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〈連結計算書類作成のための基本となる重要な事項〉
１．連結の範囲に関する事項
（１）　連結子法人等の数及び名称

（２）　非連結子法人等の名称
（３）　非連結子法人等を連結の範囲

から除いた理由

２．持分法の適用に関する事項
（１）　持分法を適用した関連会社の

数及び主要な会社等の名称
（２）　持分法を適用しない非連結子

法人等及び関連会社の名称
（３）　持分法を適用しない理由

（４）　持分法の適用の手続について
特に記載する必要があると認
められる事項

９社　�愛工機器製作所
アイチエレック�
愛電商事�
恵那愛知電機�
岐阜愛知電機�
寿工業�
白鳥アイチエレック�
長野愛知電機�
蘇州愛知科技有限公司
なお，蘇州愛知科技有限公司は，当連
結会計年度より操業を開始したため，
新たに連結の範囲に含めている。
また，平成１７年１０月１日付で恵那愛知
電機�と�アイゼンは，恵那愛知電機
�を存続会社として合併している。

電子ブロック機器製造�
非連結子法人等は小規模会社であり，総資産，
売上高，当期純損益（持分に見合う額）及び
利益剰余金（持分に見合う額）等は，いずれ
も連結計算書類に重要な影響を及ぼしていな
いため連結の範囲から除いている。

３社　�パンウォシュレット他

非連結子法人等：電子ブロック機器製造�
関 連 会 社：愛知亜鉛鍍金�
持分法を適用しない非連結子法人等及び関連
会社は，それぞれ当期純損益及び利益剰余金
等に及ぼす影響が軽微であり，かつ全体とし
ても重要性がないため，持分法の適用範囲か
ら除外している。
持分法適用会社のうち，決算日が連結決算日と
異なる会社については，当該会社の事業年度に
係る貸借対照表及び損益計算書を使用している。
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（ ）

３．連結子法人等の事業年度等に関する事項
連結子法人等のうち，蘇州愛知科技有限公司の決算日は12月31日である。連結計算
書類の作成に当たっては，決算日現在の貸借対照表及び損益計算書を使用している。
ただし，連結決算日までの期間に発生した重要な取引については，連結上必要な調整
を行っている。
４．会計処理基準に関する事項
（１）　資産の評価基準及び評価方法
�有価証券
（ｲ）満期保有目的の債券
（ﾛ）その他有価証券

�棚卸資産
（ｲ）製品・仕掛品
（ﾛ）商品・原材料・貯蔵品

（２）　固定資産の減価償却の方法
�有形固定資産
（ｲ）建物（建物附属設備を除く）
（ﾛ）その他
�無形固定資産

�少額減価償却資産

�長期前払費用
（３）　重要な引当金の計上の方法
�貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備えるため，一般債権については貸倒実績率によ
り，貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し，回収不
能見込額を計上している。

償却原価法（定額法）
時価のあるもの
　決算日の市場価格等に基づく時価法
　　評価差額：全部資本直入法
　　売却原価：移 動 平 均 法
時価のないもの
　移動平均法による原価法

主として個別法による原価法
主として移動平均法による原価法

定額法
定率法
定額法
なお，自社利用のソフトウェアについては，
社内における利用可能期間（５年）に基づく
定額法
取得価額が10万円以上20万円未満の資産につ
いては，連結会計年度毎に一括して３年間で
均等償却する方法によっている。
均等償却
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�退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため，当連結会計年度末における退職給付債務に
基づき計上している。
�役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に充てるため，内規に基づく期末要支給額の100％
を計上している。

（４）　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は，連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し，換算
差額は損益として処理している。なお，在外子法人等の資産及び負債，収益及び
費用は，決算日の直物為替相場により円貨に換算し，換算差額は資本の部におけ
る為替換算調整勘定に含めている。

（５）　重要なリース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・
リース取引については，通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって
いる。

（６）　重要なヘッジ会計の方法
�ヘッジ会計の方法
金利スワップ取引については，金利スワップの特例処理の要件を満たしてい
るため，特例処理を採用している。
�ヘッジ手段とヘッジ対象
（ｲ）ヘッジ手段　　金利スワップ取引
（ﾛ）ヘッジ対象　　固定金利又は変動金利の長期借入金・利付債券等の金利変動

リスク
�ヘッジ方針
金利変動リスクの回避並びに金融収支の安定化のため行っている。

�ヘッジ有効性評価の方法
金利スワップの特例処理の要件を満たしているため，有効性の判定を省略し
ている。

（７）　その他連結計算書類作成のための重要な事項
消費税等の処理方法
　税抜方式

５．連結子法人等の資産及び負債の評価方法
連結子法人等の資産及び負債の評価方法は，全面時価評価法によっている。

　６．連結調整勘定の償却の方法
連結調整勘定の償却については，５年間の均等償却を行っている。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本

独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書
平成１８年５月１２日

愛 知 電 機 株 式 会 社
　 取 締 役 会 御 中

監査法人　朝見会計事務所

　　　　　　　　　　　　　　 　代 表 社 員 公認会計士　 中 田 惠 美 �　　　　　　　　　　　　　　 　業務執行社員

　　　　　　　　　　　　　　 　業務執行社員 公認会計士　 山 本 真由美 �　

　当監査法人は、「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第１９条の２第３項

の規定に基づき、愛知電機株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの

第９７期営業年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表及び連結損益計算書について監

査を行った。この連結計算書類の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から連結計算書類に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽の表示がないかどうかの合

理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した

会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体として

の連結計算書類の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。なお、この監査は、当監査法人が必要と

認めて実施した子会社に対する監査手続を含んでいる。

　監査の結果、当監査法人は、上記の連結計算書類が、法令及び定款に従い愛知電機株式会

社及びその連結子法人等から成る企業集団の財産及び損益の状態を正しく示しているもの

と認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。

以　上
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連結計算書類に係る監査役会の監査報告書　謄本

以　上　

連結 計 算 書 類 に 係 る 監 査 報 告 書

　当監査役会は、平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第９７期営業年度の連結

計算書類（連結貸借対照表および連結損益計算書）に関して、各監査役から監査の方法およ

び結果の報告を受け、協議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役の監査の方法の概要

　各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、業務の分担等に従い、連結計算書類につ

いて取締役等および会計監査人から報告および説明を受け、監査いたしました。

２．監査の結果

　会計監査人監査法人朝見会計事務所の監査の方法および結果は相当であると認めます。

　　　　平成１８年５月１７日

　　　　　　愛知電機株式会社　監査役会

常任監査役（常勤）　伊　藤　和　彦  �

監　査　役（常勤）　山　下　直　太  �

監　査　役　　　　濱　田　�　一  �

監　査　役　　　　城　後　　　讓  �

　

（注）　監査役 山下直太、濱田�一および城後　讓は、「株式会社の監査等に関する商法の特

　例に関する法律第１８条第１項」に定める社外監査役であります。

隆

隆
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株 主 総 会 参 考 書 類

議案および参考事項

第１号議案　第９７期利益処分案承認の件
当期の利益処分は添付書類１７頁のとおりといたしたいと存じます。
株主配当金につきましては，安定配当を継続するという基本方針のもと，
当期の業績を勘案いたしまして，前期末に比べ５０銭増配し１株につき２円
５０銭とさせていただきたいと存じます。
これにより，中間配当金を加えました通期の配当金は，１株につき４円

５０銭となります。
当期の役員賞与につきましては，期末時の取締役１４名および監査役４名
に対し，役員賞与２７,０００,０００円（うち監査役賞与３,０００,０００円）を支給いた
したいと存じます。

第２号議案　定款一部変更の件
１．変更の理由
（１）　「会社法」（平成１７年法律第８６号）および「会社法の施行に伴う関係
法律の整備等に関する法律」（平成１７年法律第８７号）が平成１８年５月１
日に施行されたことに伴い，以下のとおり新設するものであります。
�　会社法第３２６条第２項の規定に従い，当会社に設置する機関を定
めるため，第４条を新設するものであります。

�　会社法第２１４条の規定に従い，株券を発行する旨を定めるため，
第７条を新設するものであります。

�　会社法第１８９条第２項の規定に従い，単元未満株式を保有する株
主の権利を明確化するため，第１０条を新設するものであります。

�　法務省令の定めるところに従い，株主総会参考書類等をインター
ネットで開示することにより，みなし提供できるようにするため，
第１９条を新設するものであります。
�　会社法第３７０条の規定に従い，定款に定めれば取締役会の書面決
議が可能となることから，機動的な取締役会の運営を図るため，第
２９条第２項を新設するものであります。

（２）　上記のほか，会社法上の用語との整合性の確保など所要の変更を行
うとともに，あわせて一部字句の修正および一部条文の整備を行うも
のであります。
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２．変更の内容
変更の内容はつぎのとおりであります。

（下線は変更部分を示します。）
変 更 案現 行 定 款

第１章　総　　　則

（商　　号）
第１条　当会社は，愛知電機株式会社と

称し，英文では，AICHI ELECTRIC 
CO．，LTD．と表示する。

（目　　的）
第２条　当会社は，次の事業を営むこと

を目的とする。
１．電気機械・器具の製造，修理，
販売および賃貸

２．電気施設工事の請負，建設業
監理および施工

３．特殊機器の製造，修理，販売
および賃貸

４．電子応用機器の製造，修理，
販売および賃貸

５．衛生用機器および医療用具の
製造，修理，販売および賃貸

６．生ゴミ処理機，排水処理装置，
ポリ塩化ビフェニール無害化
処理装置，医療廃棄物処理装
置等の環境機器の製造，修理
ならびにその施工，販売およ
び賃貸

７．ソフトウェアの開発，販売，
ならびに情報処理に関する事
業

８．工業用機械，部品，資材等の
材質，強度の各種分析および
測定の受託業務

９．ポリ塩化ビフェニール含有機
器および医療廃棄物の無害化
処理事業

第１章　総　　　則

（商　　号）
第１条　当会社は，愛知電機株式会社と

称する。英文では，AICHI ELECTRIC 
CO．，LTD．と記す。

（目　　的）
第２条　当会社は，次の事業を営むこと

を目的とする。
１．電気機械・器具の製造，修理，
販売及び賃貸

２．電気施設工事の請負，建設業
監理及び施工

３．特殊機器の製造，修理，販売
及び賃貸

４．電子応用機器の製造，修理，
販売及び賃貸

５．衛生用機器及び医療用具の製
造，修理，販売及び賃貸

６．生ゴミ処理機，排水処理装置，
ポリ塩化ビフェニール無害化
処理装置，医療廃棄物処理装
置等の環境機器の製造，修理
並びにその施工，販売及び賃
貸

７．ソフトウェアの開発，販売，
並びに情報処理に関する事業

８．工業用機械，部品，資材等の
材質，強度の各種分析及び測
定の受託業務

９．ポリ塩化ビフェニール含有機
器及び医療廃棄物の無害化処
理事業
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変 更 案現 行 定 款

１０．（現行どおり）

１１．高齢者介護施設の運営ならび
に介護業務

１２．日用雑貨品および食料品の販
売

１３．不動産の賃貸，管理およびそ
の運用

１４．洗車サービス業務ならびに洗
車場の経営

１５．緑化事業ならびに造園の請負，
設計，施工および監理

１６．（現行どおり）

（本店の所在地）
第３条　当会社は，本店を愛知県春日井

市に置く。
（機　　関）
第４条　当会社は，株主総会および取締

役のほか，次の機関を置く。
１．取締役会
２．監査役
３．監査役会
４．会計監査人

（公告方法）
第５条　（現行どおり）

第２章　株　　　式

（発行可能株式総数）
第６条　当会社の発行可能株式総数は，

１億１,９５６万１千株とする。

１０．労働者派遣事業法に基づく特
定労働者派遣事業

１１．高齢者介護施設の運営並びに
介護業務

１２．日用雑貨品及び食料品の販売

１３．不動産の賃貸，管理及びその
運用

１４．洗車サービス業務並びに洗車
場の経営

１５．緑化事業並びに造園の請負，
設計，施工及び監理

１６．前各号に附帯関連する一切の
事業

（本店の所在地）
第３条　当会社は，本店を春日井市に置

く。

（新　設）

（公告の方法）
第４条　当会社の公告は，名古屋市にお

いて発行する中日新聞に掲載し
て行う。

第２章　株　　　式

（株式の総数）
第５条　当会社の発行する株式の総数は，

１億１,９５６万１千株とする。た
だし，株式の消却が行われた場
合には，これに相当する株式数
を減ずる。
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変 更 案現 行 定 款

（株券の発行）
第７条　当会社は，株式に係る株券を発

行する。
（自己の株式の取得）
第８条　当会社は，会社法第１６５条第２

項の規定により，取締役会の決
議によって自己の株式を取得す
ることができる。

（単元株式数および単元未満株券の不発
行）
第９条　当会社の単元株式数は，１,０００

株とする。
�　当会社は，第７条の規定にかか
わらず，単元株式数に満たない
数の株式（以下「単元未満株式」
という。）に係る株券を発行し
ない。ただし，株式取扱規則に
定めるところについてはこの限
りでない。

（単元未満株式についての権利）
第１０条　当会社の単元未満株式を有する

株主（実質株主を含む。以下同
じ。）は，その有する単元未満
株式について，次に掲げる権利
以外の権利を行使することがで
きない。
１．会社法第１８９条第２項各号に
掲げる権利

２．会社法第１６６条第１項の規定
による請求をする権利

３．株主の有する株式数に応じて
募集株式の割当ておよび募集
新株予約権の割当てを受ける
権利

（株主名簿管理人）
第１１条　当会社は，株主名簿管理人を置

く。

（新　設）

（自己株式の取得）
第６条　当会社は，商法第２１１条ノ３第

１項第２号の規定により，取締
役会の決議をもって自己株式を
買受けることができる。

（１単元の株式数および単元未満株券の
不発行）
第７条　当会社の１単元の株式の数は，

１,０００株とする。
�　当会社は，１単元の株式の数に
満たない株式（以下「単元未満
株式」という。）に係わる株券
を発行しない。ただし，株式取
扱規則に定めるところについて
はこの限りでない。

（新　設）

（名義書換代理人）
第８条　当会社は，株式につき名義書換

代理人を置く。
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変 更 案現 行 定 款

�　株主名簿管理人およびその事務
取扱場所は，取締役会の決議に
よって定める。

�　当会社の株主名簿（実質株主名
簿を含む。以下同じ。），新株予
約権原簿および株券喪失登録簿
の作成ならびにこれらの備置き
その他の株主名簿，新株予約権
原簿および株券喪失登録簿に関
する事務は株主名簿管理人に委
託し，当会社においてはこれを
取扱わない。

（株式取扱規則）
第１２条　当会社の株式に関する取扱いお

よび手数料は，法令または本定
款のほか，取締役会において定
める株式取扱規則による。

（削　除）

第３章　株　主　総　会

（招　　集）

（新　設）

�　当会社の株主名簿（実質株主名
簿を含む。以下同じ。）および
株券喪失登録簿は，名義書換代
理人の事務取扱場所に備え置き，
株式の名義書換，単元未満株式
の買取り，その他株式に関する
事務は，名義書換代理人に取り
扱わせ，当会社ではこれを取り
扱わない。

（株式取扱規則）
第９条　当会社の株券の種類，株式の名

義書換，単元未満株式の買取り，
その他株式に関する事項につい
ては，定款で定めるもののほか，
取締役会で定める株式取扱規則
による。

（基　準　日）
第１０条　当会社は，毎年３月３１日の最終

の株主名簿に記載または記録さ
れた株主（実質株主を含む。以
下同じ。）をもって，その決算
期に関する定時株主総会におい
て権利を行使すべき株主とする。

�　前項その他定款に定めのある場
合のほか必要があるときは，あ
らかじめ公告して，一定の日現
在の株主名簿に記載または記録
された株主または質権者をもっ
て，権利を行使すべき株主また
は質権者とすることができる。

第３章　株　主　総　会

（招　　集）
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変 更 案現 行 定 款

第１３条　当会社の定時株主総会は，毎年
６月にこれを招集し，臨時株主
総会は，必要があるときに随時
これを招集する。

（定時株主総会の基準日）
第１４条　当会社の定時株主総会の議決権

の基準日は，毎年３月３１日とす
る。

（招集権者および議長）
第１５条　株主総会は，取締役社長がこれ

を招集し，議長となる。

�　取締役社長に事故があるときは，
取締役会においてあらかじめ定
めた順序に従い，他の取締役が
株主総会を招集し，議長となる。

（決議の方法）
第１６条　株主総会の決議は，法令または

本定款に別段の定めがある場合
を除き，出席した議決権を行使
することができる株主の議決権
の過半数をもって行う。

�　会社法第３０９条第２項に定める
決議は，議決権を行使すること
ができる株主の議決権の３分の
１以上を有する株主が出席し，
その議決権の３分の２以上をもっ
て行う。

（削　除）

第１１条　当会社の定時株主総会は毎年６
月に，臨時株主総会は必要があ
るときに招集する。

（新　設）

（招集者および議長）
第１２条　株主総会は，法令に別段の定め

がある場合を除き，取締役社長
がこれを招集し，その議長とな
る。取締役社長に事故があると
きは，あらかじめ取締役会の決
議をもって定めた順序により，
他の取締役がこれにあたる。

（新　設）

（決議の方法）
第１３条　株主総会の決議は，法令または

定款に別段の定めがある場合を
除き，出席した株主の議決権の
過半数をもって行う。

�　商法第３４３条に定める特別決議
は，総株主の議決権の３分の１
以上を有する株主が出席し，そ
の議決権の３分の２以上で行う。

�　株主は，当会社の議決権を有す
る他の株主に委任してその議決
権を行使することができる。こ
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変 更 案現 行 定 款

（議決権の代理行使）
第１７条　株主は，当会社の議決権を有す

る他の株主１名を代理人として，
その議決権を行使することがで
きる。

�　株主または代理人は，株主総会
毎に代理権を証明する書面を当
会社に提出しなければならない。

（議　事　録）
第１８条　株主総会における議事の経過の

要領およびその結果ならびにそ
の他法令に定める事項について
は，これを議事録に記載または
記録する。

（株主総会参考書類等のインターネット
開示とみなし提供）
第１９条　当会社は，株主総会の招集に際

し，株主総会参考書類，事業報
告，計算書類および連結計算書
類に記載または表示をすべき事
項に係る情報を，法務省令に定
めるところに従いインターネッ
トを利用する方法で開示するこ
とにより，株主に対して提供し
たものとみなすことができる。

第４章　取締役および取締役会

（員　　数）
第２０条　（現行どおり）

（選任方法）
第２１条　（現行どおり）

�　取締役の選任決議は，議決権を

の場合においては，当会社に委
任状を提出することを要する。

（新　設）

（議　事　録）
第１４条　株主総会の議事は，その経過の

要領および結果を議事録に記載
し，議長ならびに出席した取締
役がこれに記名押印する。

（新　設）

第４章　取締役および取締役会

（員　　数）
第１５条　当会社の取締役は，１９名以内と

する。
（選　　任）
第１６条　取締役は，株主総会において選

任する。
�　取締役の選任決議は，総株主の
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変 更 案現 行 定 款

行使することができる株主の議
決権の３分の１以上を有する株
主が出席し，その議決権の過半
数をもって行う。

�　（現行どおり）

（任　　期）
第２２条　取締役の任期は，選任後２年以

内に終了する事業年度のうち最
終のものに関する定時株主総会
の終結の時までとする。

�　増員または補欠として選任され
た取締役の任期は，在任取締役
の任期の満了する時までとする。

（役付取締役および代表取締役）
第２３条　取締役会は，その決議によって，

取締役社長１名を定め，必要が
あるときは，取締役会長１名お
よびその他の役付取締役若干名
を定めることができる。

�　（現行どおり）

�　取締役社長のほか，取締役会の
決議によって，当会社を代表す
る取締役若干名を選定すること
ができる。

�　取締役会長が，当会社を代表す
る場合には，第１５条および第２７
条中「取締役社長」とあるのは
「取締役会長」と読み替えるも
のとする。

（相談役および顧問）
第２４条　当会社は，取締役会の決議によっ

て，相談役および顧問若干名を
定めることができる。

（代表取締役の業務執行）

議決権の３分の１以上を有する
株主が出席し，その議決権の過
半数をもって行う。

�　取締役の選任決議は，累積投票
によらないものとする。

（任　　期）
第１７条　取締役の任期は，就任後２年内

の最終の決算期に関する定時株
主総会終結の時までとする。

�　増員または補欠により選任され
た取締役の任期は，その他の取
締役の任期の満了すべき時まで
とする。

（役付取締役）
第１８条　取締役会の決議をもって，取締

役社長１名を置き，必要がある
ときは，取締役会長１名および
その他の役付取締役若干名を置
くことができる。

�　取締役社長は，当会社を代表す
る。

�　取締役社長のほか，取締役会の
決議をもって，当会社を代表す
る取締役若干名を定めることが
できる。

�　取締役会長が，当会社を代表す
る場合には，第１２条および第２１
条中「取締役社長」とあるのは
「取締役会長」と読み替えるも
のとする。

（新　設）

（代表取締役の業務執行）
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第２５条　（現行どおり）

�　取締役社長に事故があるときは，
取締役会においてあらかじめ定
めた順序に従い，他の代表取締
役が代行する。

（取締役会の権限）
第２６条　（現行どおり）

（取締役会の招集権者および議長）
第２７条　取締役会は，法令に別段の定め

がある場合を除き，取締役社長
がこれを招集し，議長となる。
取締役社長に事故があるときは，
取締役会においてあらかじめ定
めた順序に従い，他の取締役が
取締役会を招集し，議長となる。

（削　除）

（削　除）

（取締役会の招集通知）
第２８条　取締役会の招集通知は，会日の

３日前までに各取締役および各
監査役に対して発する。ただし，
緊急の必要があるときは，この
期間を短縮することができる。

�　取締役および監査役の全員の同
意があるときは，招集の手続を

第１９条　取締役社長は，取締役会の決議
にもとづき会社の業務を統括す
る。

�　取締役社長に事故があるときは，
あらかじめ取締役会の決議を
もって定めた順序により，他の
代表取締役が代行する。

（取締役会の権限）
第２０条　取締役会は，法令に定められた

事項のほか，当会社の重要な業
務執行を決定する。

（取締役会の招集および議長）
第２１条　取締役会は，取締役社長がこれ

を招集し，その議長となる。取
締役社長に事故があるときは，
あらかじめ取締役会の決議を
もって定めた順序により，他の
取締役がこれにあたる。

�　取締役会の招集通知は，会日の
３日前までに各取締役および各
監査役に対して発する。ただし，
緊急の必要があるときは，この
期間を短縮することができる。

�　取締役会は，取締役および監査
役の全員の同意があるときは，
招集の手続を経ないで開くこと
ができる。

（新　設）
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経ないで取締役会を開催するこ
とができる。

（取締役会の決議方法）
第２９条　取締役会の決議は，議決に加わ

ることができる取締役の過半数
が出席し，その過半数をもって
行う。

�　当会社は，会社法第３７０条の要
件を充たす場合は，取締役会の
決議の目的である事項につき，
取締役会の決議があったものと
みなす。

（取締役会の議事録）
第３０条　取締役会における議事の経過の

要領およびその結果ならびにそ
の他法令に定める事項について
は，これを議事録に記載または
記録し，出席した取締役および
監査役がこれに記名押印または
電子署名する。

（削　除）

（取締役の責任免除）
第３１条　当会社は，取締役（取締役であっ

た者を含む。）の会社法第４２３条
第１項の責任につき，善意でか
つ重大な過失がない場合は，取
締役会の決議によって，法令の
定める限度額の範囲内で，その
責任を免除することができる。

第５章　監査役および監査役会

（員　　数）
第３２条　（現行どおり）

（取締役会の決議）
第２２条　取締役会の決議は，取締役の過

半数が出席し，その過半数を
もって行う。

（新　設）

（取締役会の議事録）
第２３条　取締役会の議事は，その経過の

要領および結果を議事録に記載
し，出席した取締役および監査
役がこれに記名押印する。

（相談役および顧問）
第２４条　当会社は，取締役会の決議を

もって，相談役および顧問若干
名を置くことができる。

（取締役の責任免除）
第２５条　当会社は，商法第２６６条第１２項

の規定により，取締役会の決議
をもって，同条第１項第５号の
行為に関する取締役（取締役で
あった者を含む。）の責任を法令
の限度において免除することが
できる。

第５章　監査役および監査役会

（員　　数）
第２６条　当会社の監査役は，５名以内と
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（選任方法）
第３３条　（現行どおり）

�　監査役の選任決議は，議決権を
行使することができる株主の議
決権の３分の１以上を有する株
主が出席し，その議決権の過半
数をもって行う。

（任　　期）
第３４条　監査役の任期は，選任後４年以

内に終了する事業年度のうち最
終のものに関する定時株主総会
の終結の時までとする。

�　任期の満了前に退任した監査役
の補欠として選任された監査役
の任期は，退任した監査役の任
期の満了する時までとする。

（常勤監査役および常任監査役）
第３５条　監査役会は，その決議によって

常勤の監査役を選定する。
�　監査役会は，その決議によって
常任監査役若干名を定めること
ができる。

（監査役会の権限）
第３６条　（現行どおり）

（監査役会の招集通知および議長）
第３７条　（現行どおり）

する。
（選　　任）
第２７条　監査役は，株主総会において選

任する。
�　監査役の選任決議は，総株主の
議決権の３分の１以上を有する
株主が出席し，その議決権の過
半数をもって行う。

（任　　期）
第２８条　監査役の任期は，就任後４年内

の最終の決算期に関する定時株
主総会終結の時までとする。

�　任期満了前に退任した監査役の
補欠として選任された監査役の
任期は，退任した監査役の任期
の満了すべき時までとする。

（常勤監査役および常任監査役）
第２９条　監査役の互選をもって，常勤の

監査役を置く。
�　監査役の互選をもって，常任監
査役若干名を置くことができる。

（監査役会の権限）
第３０条　監査役会は，法令に定められた

事項のほか，当会社における監
査の方針，業務および財産の状
況の調査の方法その他の監査役
の職務の執行に関する事項を決
定する。ただし，監査役の権限
の行使を妨げないものとする。

（監査役会の招集および議長）
第３１条　監査役会は，あらかじめ定めた

監査役がこれを招集する。ただ
し，他の監査役が招集すること
を妨げないものとする。
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�　（現行どおり）

�　監査役の全員の同意があるとき
は，招集の手続を経ないで監査
役会を開催することができる。

�　（現行どおり）

（監査役会の決議方法）
第３８条　（現行どおり）

（監査役会の議事録）
第３９条　監査役会における議事の経過の

要領およびその結果ならびにそ
の他法令に定める事項について
は，これを議事録に記載または
記録し，出席した監査役がこれ
に記名押印または電子署名する。

（監査役の責任免除）
第４０条　当会社は，監査役（監査役であっ

た者を含む。）の会社法第４２３条
第１項の責任につき，善意でか
つ重大な過失がない場合は，取
締役会の決議によって，法令の
定める限度額の範囲内で，その
責任を免除することができる。

第６章　計　　　算

（事業年度）
第４１条　当会社の事業年度は，毎年４月

１日から翌年３月３１日までとす
る。

（剰余金の配当の基準日）

�　監査役会の招集通知は，会日の
３日前までに各監査役に対して
発する。ただし，緊急の必要が
あるときは，この期間を短縮す
ることができる。

�　監査役会は，監査役の全員の同
意があるときは，招集の手続を
経ないで開くことができる。

�　監査役会の議長は，招集した監
査役がこれにあたる。

（監査役会の決議）
第３２条　監査役会の決議は，法令に別段

の定めがある場合を除き，監査
役の過半数をもって行う。

（監査役会の議事録）
第３３条　監査役会の議事は，その経過の

要領および結果を議事録に記載
し，出席した監査役がこれに記
名押印する。

（監査役の責任免除）
第３４条　当会社は，商法第２８０条第１項

の規定により，取締役会の決議
をもって，監査役（監査役で
あった者を含む。）の責任を法
令の限度において免除すること
ができる。

第６章　計　　　算

（営業年度）
第３５条　当会社の営業年度は，毎年４月

１日から翌年３月３１日までとす
る。

（利益配当金）
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第３号議案　取締役および監査役の報酬額改定の件
当社の取締役および監査役の報酬額は，平成５年６月２９日開催の第８４回
定時株主総会において，取締役の報酬額を月額２,６００万円以内，監査役の
報酬額を月額３６０万円以内とご承認いただき今日に至っておりますが，機
動的な運用を可能とするため，取締役の報酬額を年額３億１,２００万円以内，
監査役の報酬額を年額４,３２０万円以内と改めさせていただきたいと存じます。
なお，取締役の報酬額には，従来どおり，使用人兼務取締役の使用人分
の給与は含まれないものといたしたいと存じます。
また，現在の取締役は１４名，監査役は４名であります。

以　上　

変 更 案現 行 定 款

第４２条　当会社の期末配当の基準日は，
毎年３月３１日とする。

（中間配当）
第４３条　当会社は，取締役会の決議によっ

て，毎年９月３０日を基準日とし
て中間配当をすることができる。

（配当の除斥期間）
第４４条　配当財産が金銭である場合は，

支払開始の日から満３年を経過
してもなお受領されないときは，
当会社はその支払義務を免れる。

第３６条　利益配当金は，毎年３月３１日に
おける最終の株主名簿に記載ま
たは記録された株主または質権
者に対し支払うものとする。

（中間配当金）
第３７条　当会社は，取締役会の決議によ

り，毎年９月３０日における最終
の株主名簿に記載または記録さ
れた株主または質権者に対し，
中間配当金（商法第２９３条ノ５の
規定により分配する金銭をいう。
以下同じ。）を支払うことがで
きる。

（除斥期間）
第３８条　利益配当金および中間配当金が，

その支払開始の日から満３年を
経過しても受領されないときは，
当会社は，その支払の義務を免
れるものとする。
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